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研究成果の概要（和文）：本研究では、オフショア化されたコールサービスセンターにおける価値共創を分析した。具
体的には、問い合わせを行うオンショアの顧客が、オフショア化されたコールサービスセンターエージェントから提供
されるサービスに対してなす評価が、何を鍵概念として形成されているのかを検討した。理論的考察と実証的考察の結
果、顧客と対応者の間で「コールサービスセンターのエージェントに関するプロトタイプ」の構築をめぐって、価値共
創の程度が左右されているということが見出された。

研究成果の概要（英文）：This study analyzes the value co-creation process between service agents at 
offshored call service center and onshore customer. Specifically, this study attempts to reveal the key 
concept for the evaluation by onshore customers toward offshored call service center agents. Theoretical 
and empirical considerations found that co-created value between agents and customers depends on the 
degree of similarity between the agents over the phone and the prototypical (from the perspective of 
onshore customers) onshore call service center agents.

研究分野： オフショアリング研究、経営戦略論、国際マーケティング
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 本研究が分析対象としたリモートサービ
スは、「仕事の分散」現象の一種かつ最新の
ものである。この現象が経営学の立場から研
究され始めたのは、IT や ICT がビジネスで
活用され始めた 1990 年頃からであった。
1990 年以降、主に組織行動論や人的資源管
理論においてバーチャルチームに関する研
究が蓄積され始め、2000 年頃からは経営戦
略論や国際経営論においてオフショアリン
グが盛んに研究されるようになった。 
 IT や ICT のさらなる発達に伴い、最近で
はサービスまでもが分散した形で生産、提供、
消費されるようになっている。従来から続く
「仕事の分散」研究では主に、離れたアクタ
ー同士の相互作用を促進し得る適切な組織
づくりに焦点が当てられており、リモートサ
ービス現象の分析にも有用であろう。その一
方で、リモートサービス研究は主にマーケテ
ィング分野の枠組みに依拠しながら進めら
れているという現状もある。 
 こうした中、本研究では「仕事の分散」研
究の知見を援用しながら、リモートサービ
ス現象の理解を図るという独自の取り組み
を展開することを目指した。 
 
２．研究の目的 
 筆者の知る限り、リモートサービス研究で
は日本企業や日本の消費者を対象とした分
析は行われていない。しかし、日本を対象と
してリモートサービスを研究し、その研究結
果を国外の研究結果と比較することは、学術
的な示唆、実務的な示唆のいずれにおいても
意味をもつと考えられる。というのは、ICT
を通してサービスが遠隔地から提供される
ことは国外と同様に日本でもよくみられる
ことに加え、日本の企業や顧客は、国外のそ
れとは異なる独特の行動様式をもつ傾向に
あるからである。 
 こうした本研究の問題意識は、筆者が 2012
年 8 月から 2013 年 9 月までサンノゼ州立大
学で行った在外研究を通じて得たものであ
る。筆者は以前より、「仕事の分散」とりわ
けオフショアリングに関する研究を行って
きたが、在外研究先の研究者との共同研究や
交流を通して、「仕事の分散」を「サービス」
や「価値共創」という視点から捉えるという
発想、具体的には、マーケティング研究にお
いて近年注目を浴びているサービスドミナ
ントロジックという見方から「仕事の分散」
を捉え直す、という着想を得た。この着想に
基づいて「仕事の分散」研究とリモートサー
ビス研究を合流させるというものが、本研究
の目的である。 
 
３．研究の方法 
 本研究の方法上の特徴は 3 つある。まず、
オフショア化された顧客関係管理プロセス
に考察・分析の対象を絞り込んだということ
である。具体的には、オフショア化されたコ

ールサービスセンターに焦点を当て、コール
センターエージェントとそれに問い合わせ
をする顧客の間の価値共創をモデル化した。
その際、「仕事の分散」研究で注目されつつ
ある「問題解決パースペクティブ」の枠組み
を応用した。さらには一つの試みとして、よ
り高度な問い合わせ（ソリューション）を想
定した場合でも、通常のコールサービスセン
ターに関する上記のモデルと類似した理解
ができるかを考察した。 
 2 つ目の特徴としては、コールサービスセ
ンターオフショアリングの研究が進んでい
る米国の研究者とともに、米国（および英国）
における顧客がコールサービスセンターか
ら提供されるサービスに対して行う評価に
関する先行研究をレビューし、日本人顧客に
よる評価との比較を行うための下地をつく
ったことである。 
 最後の特徴としては、実際にオフショア化
されたコールサービスセンターへ問い合わ
せを行った経験のある（経験があると思われ
る）日本人顧客を探し出し、インタビューを
行い、グラウンデッドセオリーアプローチと
質的比較分析を併用する形で実施し、理解を
図ったことである。 
 
４．研究成果 
 
４−１．研究成果の全体像 
 
 二年間にわたる本研究から、主に 3つの発
見がなされた。第一は、シンプルなコールサ
ービスセンターオフショアリングでもより
複雑な問い合わせにまつわるオフショアリ
ングであっても、シンプルな問題解決パース
ペクティブの枠組みが利用可能であるとい
うことを見出したことにある。具体的には、
ナレッジ集約型ビジネスサービスを想定し
考察を行った。そこでは、受け手側が自身の
ビジネスプロセスに関して抱えている諸問
題について、それを解決し得るソリューショ
ンを、受け手側の人材群と専門性に優れたナ
レッジ集約型ビジネスサービス提供側の人
材群が、相互的かつ継続的な関係を通して共
創する。こうした高度なサービス提供プロセ
スは、問題解決パースペクティブに基づくと、
シンプルなコールサービスセンターにおけ
るサービス提供プロセスと同様な理解を図
ることができるということが明らかになっ
た。 
 第二の発見としては、コールサービスセン
ターのオフショアリングにおいて、問い合わ
せを行う顧客とコールサービスセンターエ
ージェントの間で行われる価値共創を捉え
る鍵概念を探し出したことである。中でも特
筆すべき成果としては、顧客と対応者の間で
「コールサービスセンターのエージェント
に関するプロトタイプ」の構築をめぐって、
価値共創の程度が左右されるという点を見
出したところにある。具体的には、コールサ



ービスセンターと相互作用をしている顧客
は、電話等の向こうにいるエージェントから
受けるサービスに関して、自国のプロトタイ
プ的な（prototypical）コールサービスセン
ターエージェントから受けるサービスとど
の程度類似しているかという点を考慮しつ
つ、極めて限定的なキューのみに頼りながら
知覚（評価）している。 
 最後に、当初予定していた実験室実験を実
施するまでの概念モデルの構築にまでは至
らなかったものの、顧客が形成するプロトタ
イプの構成要素の分析を行うということが
達成された。具体的には、特に日本人顧客が
コールサービスセンターエージェントに対
してどのようなプロトタイプを形成してい
るのか（さらにはプロトタイプを構成する諸
要素において、日米間で差があるのか）につ
いて、オフショアリングされた（であろう）
コールセンターに問い合わせを行った経験
のある複数の顧客に対してインタビューを
行い、導出した。インターネット調査会社に
登録するモニター（13,206 名）の中から、オ
フショア化されたコールサービスセンター
に問い合わせを行った経験のあるモニター
を抽出し、その中から 10 名程度の代表者を
抜き出して探索的なインタビューを行った。
この調査はあくまで少数に対して行った探
索的なものであるが、主に欧米での調査を行
った先行研究とは結果が異なっていた。すな
わち、日本人顧客の場合は、より少ないキュ
ー（すなわち、電話での問い合わせといった
閉じた世界の中からのみ得られるキュー）に
基づいて、実際のエージェントが顧客の有す
るプロトタイプからどの程度離れているか
を判断し、自身の評価を形成しているという
ことが見出された。 
 本研究からは上記のようないくつかの発
見事項が得られたが、まだ課題も残されてい
る。そのうち代表的なものは2つある。まず、
より大規模なサーベイ等を通して、日本人顧
客の場合の「オフショアリングされたサービ
スに対する心情」を測定するモデルをつくる
ことである。本研究から得られた示唆として、
オフショア化されたコールサービスセンタ
ーに対する日本の顧客による評価は、欧米の
顧客による評価とは異なる要因が作用して
いるようである。したがって、欧米を対象と
した先行研究から提示された測定モデルを
直接用いることは難しく、日本独自のモデル
を構築する必要がある。 
 もう一つは、オフショア化されたコールサ
ービスセンターに対する顧客の評価におけ
る、ブランドの役割（影響）に関する研究の
可能性である。広範な文献レビューを通して
見つかったある先行研究によると、コールサ
ービスセンターのロケーションは、オフショ
アリング企業に名声がある（よく知られてい
る）場合には、これから始まる音声型のサー
ビスエンカウンターに対する顧客の期待に
影響を与えない。しかし、オフショアリング

企業に名声がない（あまり知られていない）
場合、顧客は、コールサービスセンターが本
国やそれと類似した国ではなく、類似してい
ないような国にあると考えるときには、提供
されるサービスに満足しない傾向があると
いうことが見出されている。この研究は、文
献レビューを通して見つかったうちの一つ
の研究にすぎないが、本研究の見解に照らし
合わせると、重要な意味をもつ。すなわち、
オフショア化されたコールセンターにおい
てブランドは、今まさに相互作用しているエ
ージェントに対する顧客の知覚（評価）を、
オンショアのエージェントのプロトタイプ
に近づけたり、そこから遠ざけたりするもの
である。このことを概念的および実証的に検
討することが、今後の研究方向のひとつとし
て考えられる。 
 
４−２．本研究から得られた実践的示唆 
 
（１）ナレッジ集約型ビジネスサービスにお
ける価値共創について 
 
 本研究では、ナレッジ集約型ビジネスサー
ビ ス （ Knowledge Intensive Business 
Services: KIBS）（以下「KIBS」と表す）に
おける、価値創造を目指した KIBS 提供側と
受け手側の相互作用を考察した。KIBS の例と
しては、（１）IT 関連サービス、技術コンサ
ルティング、エンジニアリングサービス、研
究開発コンサルティングなど、（２）経営コ
ンサルティング、法律サービス、会計サービ
スなど、（３）広告、グラフィックデザイン、
ビジネス向けメディアサービスなど、が含ま
れる。いずれにしても、程度の差こそあれ、
KIBS 提供側と受け手側の相互作用が伴う。し
たがって、両者の関係のコーディネーション
を多かれ少なかれ必要とする。このことを受
けて、本研究では、相互作用のタイプごとに
適切なコーディネーション方法を検討する
ことを目指した。 
 KIBS とは、受け手側が自身のビジネスプロ
セスに関して抱えている諸問題について、そ
れを解決し得るソリューションを、受け手側
の人材群と専門性に優れた KIBS 提供側の人
材群が、相互的かつ継続的な関係を通して共
創することである。KIBS 提供側に属する人材
群のうち、受け手側の人材群（以下「クライ
アント」と表す）とのソリューション創造に
携わるもののことを「プロフェッショナル」
と表現する。 
 クライアントとプロフェッショナルの相
互作用には、距離が入り込む。すなわち、時
間、空間、文化、経済などの面で離れたクラ
イアントに対して、プロフェショナルがサー
ビスを提供することが多くなってきている。
本研究では、こうした距離についても考察に
含めた。特定の仕事を、距離を隔てた状態に
ある異なる複数の人材で遂行することにつ
いては、分散型ワーク、バーチャルチーム、



および分散型コラボレーションに関する研
究において論じられてきた。そこでは、複数
の人材によるアクションを意識的に調整す
る場合は常に、コモングラウンドの形成が必
要であるとされる。コモングラウンドとは、
共有されているナレッジで、かつ共有されて
いることが知られているナレッジのことで
ある 
 こうした距離を隔てたクライアントに対
するプロフェショナルのサービス提供につ
いて、本研究では KIBS における「共同問題
設定」に焦点を当て、問題解決パースペクテ
ィブを応用しながら検討した。本研究から得
られた示唆は下記のとおりである。 
 まず、問題解決パースペクティブに基づい
て共同問題設定を実際に進めようとする場
合、高価値の問うべき問題を探し当てるため
には、次の質問がコーディネーションの指針
となる。すなわち、（１）ランドスケープ内
の現在地はどこか、（２）ランドスケープ内
のどの地点へ向かうのか、（３）現在地から
目的地点へ、どのように移動するのか。 
 （１）および（２）に答えるためには、問
うべき問題の価値について知る必要がある。
直観的には、提示されたクライアントのニー
ズをより良く満たし得る問うべき問題であ
ればあるほど、その価値は高いと考えられる。
しかし、サービスドミナントロジックの発想
にしたがうと、クライアントが知覚する価値
は文脈価値であって、その内容や程度はクラ
イアントによって様々である上、時間の経過
とともに徐々に現れる性格のものである。し
たがって、問うべき問題の価値を一意的に評
価することはできない。むしろ考えるべきは、
現時点で特定している問うべき問題が、高い
文脈価値がもたらされやすい状況下に置か
れているかどうか、ということである。すな
わち、共同問題設定チームが現在立っている
場所が、ランドスケープの中で高い山頂がよ
り多く集まる地域であるかどうか、というこ
とになる。 
 共同問題設定チームがランドスケープ上
を移動する上では、ニーズの定義状態によっ
て適切な移動の仕方がある。ただし、スティ
ッキングポイントやローカルピークに到着
してしまわないよう注意する必要がある。そ
のためには、ディレクショナルサーチとヒュ
ーリスティックサーチをそれぞれ確実なも
のにする必要がある。いずれのサーチ方法に
おいても、ランドスケープ内の地図（高価値
の問うべき問題を知る手がかり）を両者間で
広範につくっておくことが、より良いコーデ
ィネーションとなるはずである。 
 しかし実際には、個々の人材は、ナレッジ
の獲得、蓄積、および応用において限界があ
る。それゆえ、より現実的な問いとしては、
それぞれのサーチ方法を採用する場合に共
同問題設定チームがランドスケープの状態
をどの程度広く知っていればよいか、という
ことになろう。現実的に考えると、KIBS にお

けるクライアントのニーズは、十分に定義さ
れた状態と不十分に定義された状態の間に
あるものが多くを占めるであろう。そのよう
ないわば「どっちつかずに定義された」ニー
ズの場合、これを十分に満たす価値を含み得
る問うべき問題を設定するためには、次のよ
うなサーチ方法をとることができる。すなわ
ち、まず共同問題設定チームは、暗黙的コー
ディネーションメカニズムや継続的コミュ
ニケーションを確実にとることで、ランドス
ケープ内のどの地域に高価値の問うべき問
題が含まれているかについて予測を立てる。
その予測を指針として、ナレッジセットコン
フィギュレーションを変化させ、ランドスケ
ープ内の現在地から他地点へジャンプする。
そうしてたどり着いた高価値の問うべき問
題が含まれているであろう地域において、今
度は一つ程度のナレッジセットを順次入れ
替えることで、高価値の問うべき問題に近づ
くことができる。 
 
（２）オフショアコールセンターにおける価
値共創について 
 
 オフショアアウトソーシングの対象とな
るサービスは、2 つの次元から分類される。
すなわち、ナレッジの埋め込みの程度（ソリ
ューションかトランザクションか）、および
顧客コンタクトの程度（バックオフィスかフ
ロントオフィスか）である。ナレッジの埋め
込みとは、あるプロセスがルーティン化され
ないナレッジ要素をどの程度有するかとい
うことである。一方、顧客コンタクトとは、
サービスデリバリーシステムにおける顧客
の存在のことである。これは、サービスデリ
バリーシステム内部における顧客の物理的
な存在のことではなく、ICT（information 
communication technology）を介した顧客の
関与のことを指す。 
 先行研究によると、バックオフィスサービ
ス（back office service: BOS）のオフショ
アリングの成否を決定づける要因の 1 つは、
オンショアとオフショアの人材の間で「コモ
ンナレッジ」「コモングラウンド」「トランザ
クティブメモリー」などを構築しているかど
うかということである。一方、本研究では、
フロントオフィスサービス（front office 
service: FOS）、とりわけコールサービスセ
ンター（call service center: CSC）から提
供されるサービスに焦点を絞った。そのよう
なサービスでは、顧客が直接的にオフショア
エージェントと相互作用をする。しかし、BOS
のオフショアリング研究における「コモンナ
レッジ」などのように、研究を展開していく
上での思考の拠り所となる（思考の焦点が置
かれる）鍵概念は提示されてこなかった。こ
の鍵概念を発見することは、理論的発展はも
ちろんのこと、コールサービスセンターのオ
フショアリング（ call service center 
offshoring: CSCO）に関する実践に対しても



重要な示唆を与えることとなろう。 
 本研究で行った広範な文献レビューを通
して、次のことが推測された。具体的には、
顧客はCSCOに関して一般的なオンショアCSC
エージェントと照らし合わせながら、今直面
しているCSCエージェントの良し悪しを判断
している傾向にあろうと考えられる。CSCO に
ついては、ある顧客はある問い合わせにおい
て、本人の意思とは無関係に、思いがけずオ
フショアCSCエージェントに直面させられる
ことになる。さらには、CSC をオフショアリ
ングしているという事実を、オフショアリン
グ企業は隠そう（気づかれないようにしよ
う）と努力する。そのため顧客は、自身が CSC
オフショアリングに参加していることに気
づく場合もあれば、気づかない場合もある。
顧客がこの気づきをいかにして形成してい
くかを考察することによって、CSCO のパフォ
ーマンスを決定づけるキーファクターが見
出されるはずである。 
 CSC は、複数人のエージェントが同じマネ
ジャーに報告を入れながら並行して各自で
仕事を進める性格の、いわばバーチャルグル
ープワークの一種である。したがって、ある
企業の CSC エージェントに対して、顧客一般
がどのような理解をしているかについて、そ
の企業が個々のCSCエージェントを精査する
ことによって知ろうとするのは難しい。なぜ
なら、異なる顧客、異なるエージェント、異
なるコミュニケーションの内容が独自に組
み合わせられることによって、顧客とエージ
ェントによる個々のインタラクションが特
徴付けられるからである。そうした理由から、
一般的な目線からの CSC エージェント像（そ
れがオンショアエージェントのみ、オフショ
アエージェントのみ、オンショアとオフショ
アエージェントの混在のいずれによるもの
であろうと）を捉えるためには、顧客が参照
基準とする CSC エージェント像を、プロトタ
イプ理論（prototype theory）にしたがって
把握しようとするのが適切であろう。 
 プロトタイプ理論が示すには、個人は経験
を通して、プロトタイプ、すなわち特定のカ
テゴリーの最も共通した（典型的な）メンバ
ーを代表する認知的枠組みを構築する。この
枠組みは、新しく入手した情報をグループ分
けしたり、分類したりするのに用いられる。
プロトタイプは、あるカテゴリーにおける
（最も）重要な意味や性格を捉える代表例の
ことであり、いくつかの属性からなる。例え
ば、オンショア CSC エージェントに対するプ
ロトタイプについて考えてみると、このプロ
トタイプに含まれる属性として、例えば「ア
クセントのない英語を話す」「迅速な顧客対
応を行う」「顧客からの問い合わせ内容を理
解する」「専門的知識をもっている」「（スク
リプトアンサーに頼らず）柔軟な顧客対応を
行う」といったものが挙げられる。プロトタ
イプ理論が想定するには、個人は新しい事柄
を、既存のプロトタイプと比較する。もし合

致の程度が大きければ、その事柄は、プロト
タイプの中に位置付けられるものして知覚
される。反対に、もし合致の程度が小さけれ
ば、その事柄は、プロトタイプの中に位置付
けられるものとして知覚されない。プロトタ
イプ理論に基づくと、顧客は、CSC をオフシ
ョアリングしている企業と相互作用すると
き、オンショア CSC エージェントらしさをつ
くる属性それぞれについて、直面している
CSC エージェントがどの程度備えているかを
判断しながら、オンショア CSC エージェント
である（ない）かを区別する。 
 本研究ではこうした考察を進め、次のよう
な示唆を得た。すなわち、CSC と相互作用を
している顧客は、電話等の向こうにいる CSC
エージェントから受けるサービスに関して、
自国のプロトタイプ的な（prototypical）な
CSC エージェントから受けるサービスとどの
程度類似しているかという点を考慮しつつ、
極めて限定的なキューのみに頼りながら知
覚（評価）している。オフショアリング企業
とCSCサービスプロバイダーの立場からする
と、オフショアリングが目指すのは、個々の
顧客が直面するオフショアCSCエージェント
を、オンショア CSC エージェントのプロトタ
イプに近づけることであると考えられる。つ
まり CSCO では、オフショアリング企業と CSC
サービスプロバイダーは、オフショア CSC エ
ージェントの実態が、顧客の有するプロトタ
イプに合致するように調整を行う。具体的に
は、オフショアリング企業と CSC サービスプ
ロバイダーの間でナレッジをやりとりする
ことを通して、オフショア CSC エージェント
とオンショアCSCエージェントから形成され
る CSC エージェントのプロトタイプが、オフ
ショアリングをしていない状況における CSC
エージェントのプロトタイプ（すなわちオン
ショア CSC エージェントのプロトタイプ）と
合 致 す る 場 合 に 、 消 費 者 に よ る 受 容
（consumers’ acceptance）が得られる、と
いう構図を描くことができた。 
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